
障害者の
    人権を尊重し、

  暮らしを支える
都政に

医療費助成を中・軽
度の方にも

災害の時にも安心で
きる東京に

福祉手当の充実を！

　障害者医療費助成
の対象を中・軽度の

方にも広げてほしい
ということは、当事

者・家族の長年の切
実な願いです。

　日本共産党は当事
者の「工賃は月1万

円、医療費は3割負
担」など、具体的な

実態を取り上げ、助
成の拡大を繰

り返し求めて来まし
た。これからも全力

で取り組みます。

　東日本大震災での
障害者の死亡率は住

民全体の２倍に上り
ました。命に格差が

あってはなりません
。

　個別避難計画作
成の促進、福祉避

難所の整備、福祉
避難所に直接避難

できる体制づくり、
住宅や福祉施

設の耐震化などを進
めます。

　本来、どこで誰と暮らすかを選んで決められる権利が、全ての人にあり
ます。しかし、障害者が生活する場の選択肢は少なく、「選択した」とい
うより「選ばざるを得ない」という現実があります。
　この現状を変えるため、施設やグループホームの増設、家賃補助や都営
住宅の新規建設などを求めています。

　物価は上がってい
るのに、障害者福祉

手当は 1 円も増え
てい

ません。引き上げと
精神障害者などへの

対象拡大が必要です
。

どこで誰と暮らすか選べる社会に
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願いをとどけ、
実現に全力！

特別支援学校 新宿区内に

一人ひとりの成長を大切に

障害福祉で働く人の処遇改善を

都外施設への補助実現

新設を！

障害者のみなさんとともに

　都民の運動と日本共産党都議団の論戦で、障害福祉で働く方
の月１～２万円の賃上げが実現しました。一方で全産業平均の賃
金と比べるとまだ低すぎ、事務職や医療系の職種が対象にならな
いなどの課題もあります。さらに充実を求めていきます。

　新しい都外の医療型障害児入所施設は、都民が入所していて
も都の運営費補助 (サービス推進費 )の対象外となっていたため、
平等な支援を求めていまし
たが、 今年度から改善さ
れることになりました。都
内での施設増設も求めて
いきます。

　児童・生徒が増え続け、学校新設を繰り返し求めてきました。
新宿区内では戸山地区に新設が決まっているものの、開校は
2032 年度以降だといいます。一刻も早く開校も向け、引き続
きがんばります。

　重度重複学級を増やすこと、強度行動障害の教育環境の充
実、決まりを作りすぎないこと、給食やトイレの自立も教育と
して大事にすることなどを求めています。
それができる教職員の増員や施設
改善も必要です。

点字ブロックが必要な場所を
視覚障害者の皆さんとともに点検

◆ショートステイ、グループホームの整備促進

◆駅のホームドア、点字ブロック、
　音響式信号機、エスコートゾーン、
　エレベーターの整備などバリアフリー化の推進

◆障害者などの都営交通無料乗車券、精神
　障害者都営交通乗車証は東京メトロも対象に

◆放課後等デイサービスの利用料の負担軽減、
　支援の質の向上

◆青年・成人期の余暇活動への支援充実

◆聴覚障害者、失語症者への意思疎通支援者
　派遣事業の充実

◆障害者の投票権の保障

◆合理的配慮を保障し、障害者が安心して
　医療を受けられるように

◆福祉的就労、一般就労、超短時間勤務など
　障害に合わせた働き方の保障

とりくみます！

重症心身障害児の都民も入所する都外施設を視察▶

重重学級が増え始めました！
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